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【法案】2015-03-14 
筑波大学「人間の安全保障／ヒューマンセキュリティ」講座 http://humansecurity.tsukuba.ch 
 
全国高電圧直流送電線整備法案 
 
１．立法の趣旨 
 高電圧直流送電線を整備するための法律を制定し、これをもってわが国の安定的かつ効率的な電力供給
体制を拡充する。 
 
２．立法の概要 
 高電圧直流送電線を全国的な幹線送電網を形成するものと位置付け、経済産業大臣の定める基本計画
により整備することとする。 
 
３．条文・理由 
 条文は別紙の通り。 
 
 理由 
 高電圧直流送電に係る技術革新の状況とその費用対効果、及びエネルギー需給についての国際的な動
向を踏まえ、わが国の将来的な電力需給環境を構想するに当たっては、基幹送電線として高電圧直流送電
を導入することで長距離大規模送電設備の抜本的な更新と効率化を図る必要がある。これが、この法案を
提出する理由である。 
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【政策提言】2015-03-14 筑波大学「人間の安全保障／ヒューマンセキュリティ」講座 
http://humansecurity.tsukuba.ch/  
 
全国高電圧直流送電線整備の提言 
 
１．提案の要旨 
 わが国国内の電力供給地と大消費地を結ぶ、いわば電力の大動脈にあたる送電線を更新し、近年技術
革新が著しい「高電圧直流」方式による送電体系を構築する。 
 
２．背景 
 ①わが国はエネルギーの安定供給(「エネルギー・セキュリティ」)が喫緊の課題であり、そのためには送電ロ
スの最小限化が不可欠である。 
 ②電力の長距離輸送に適した「高電圧直流」技術は、近年一層の技術革新が進み1、わが国国内でも商
用化例が出現している2。 
 ③世界的なエネルギー需要の高まりの中、高電圧直流技術は今後大きな市場となることが見込まれ、わ
が国企業による発送電インフラ輸出を推進する上で、国内での商用化例の蓄積が求められる。 
 
３．対処方針 
 立法により高電圧直流送電線整備の方向性と手続きを示し、経済産業政策として送電インフラの転換を図
る。 
 
４．具体的方策 
 送電インフラにおける高電圧直流送電線を、鉄道インフラにおける新幹線となぞらえ、新幹線整備の法政
策を参考に「全国高電圧直流送電線整備法」を制定する。これにより、経済産業大臣の定める基本計画に
則り高電圧直流送電線を整備するものとする。 
 
５．効果 
 ①交流方式では多大である送電ロスが大幅に削減され、高効率の送電が実現する。よって、わが国のエネ
ルギー・セキュリティの強化が図られる。 
 ②交流方式特有である電力周波数の差異(東日本：50kHz、西日本：60kHz)の問題が解消され、地域間
の電力融通に障壁が無くなる。よって、災害時等における電力需給逼迫の危険性が緩和される。 
 ③発電効率の向上と地域間電力融通により、発電事業者・電力需要者双方の経済的負担が軽減される。
わが国経済としても、海外からの化石燃料購入による支出を圧縮できる。 
 ④電力会社に大規模な設備投資を促し、もって国内経済に中期的な刺激を与える。 
                                               
1 ABB、世界最強の超高圧直流変圧器を開発 (ABB株式会社発表 2012年 7月 3日) 
http://www.abb.co.jp/cawp/seitp202/3efbb816f98dadaac1257a31000bdd1b.aspx 
2 スイス ABB と日立製作所、日本の高圧直流送電事業で合弁、再エネの大量導入を加速 - メガソーラー - 日経テク
ノロジーオンライン(2014年 12月 16日) 
http://techon.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20141216/394792/?ST=print 
※備考：加えて、地域コミュニティのエネルギー供給を直流方式で行う実証実験も行われている。 
①「秋田県大潟村で『地域直流グリッド』実証実験」 
独立行政法人 科学技術振興機構『産学官連携ジャーナル』、2011年 7月号。 
http://sangakukan.jp/journal/journal_contents/2011/07/articles/1107-03-1/1107-03-1_article.html  
②沖縄の直流送配電網が途上国を救う日：日経ビジネスオンライン 
http://business.nikkeibp.co.jp/article/interview/20140212/259653/ 
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 ⑤多くが大都市から遠く離れた地域に存在する、海流や地熱等の大規模かつ安定的な再生可能エネルギ
ー源の開拓に資する。離島・僻地等でのエネルギー開発事業の技術やノウハウが確立すれば、世界の島嶼
国・地域への強力な支援の道が開ける。 
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【別紙】 
全国高電圧直流送電線整備法（案）3 
 
   第一章 総則 
 
（目的） 
第一条  この法律は、大規模送電体系の形成がわが国の産業ならびに民生の総合的かつ普遍的開発に果
たす役割の重要性にかんがみ、高電圧直流送電線による全国的な送電網の整備を図り、もって国民経済の
発展及び国民生活領域の拡大並びに地域の振興に資することを目的とする。 
（定義） 
第二条  この法律において「高電圧直流送電線」とは、直流方式によりその主たる区間を〔専門的知見により
要検討〕以上の高電圧で送電できる幹線送電線をいう。 
（高電圧直流送電線の路線） 
第三条  高電圧直流送電線の路線は、全国的な幹線送電網を形成するに足るものであるとともに、電力供
給地点と全国の電力大消費地とを有機的かつ効率的に連結するものであつて、第一条の目的を達成しうる
ものとする。 
 
   第二章 高電圧直流送電線の建設 
 
（基本計画） 
第四条  経済産業大臣は、電力の需要の動向、電源開発および送電網敷設の重点的な方向その他高電
圧直流送電線の効果的な整備を図るため必要な事項を考慮し、政令で定めるところにより、建設を開始す
べき高電圧直流送電線の路線（以下「建設線」という。）を定める基本計画（以下「基本計画」という。）を決
定しなければならない。 
２  経済産業大臣は、前項の規定により基本計画を決定したときは、遅滞なく、これを公示しなければならな
い。これを変更したときも、同様とする。 
（建設線の調査の指示） 
第五条  経済産業大臣は、前条の規定により基本計画を決定したときは、経済産業大臣の指名する法人に
対し、建設線の建設に関し必要な調査を行うべきことを指示することができる。基本計画を変更したときも、
同様とする。 
２  経済産業大臣は、前項の指名をしようとするときは、あらかじめ、指名しようとする法人（機構を除く。）に
協議し、その同意を得なければならない。 
（営業主体及び建設主体の指名） 
第六条  経済産業大臣は、建設線について、その営業を行う法人（以下「営業主体」という。）及びその建設
を行う法人（以下「建設主体」という。）を指名することができる。 
２  前項の規定による営業主体及び建設主体の指名は、建設線の区間を分けて行うことができる。 
３  第一項の規定による建設主体の指名は、同項の規定により営業主体として指名しようとする法人その他
の法人のうちから行うものとする。 
                                               
3 引写元：全国新幹線鉄道整備法（昭和四十五年五月十八日法律第七十一号） http://law.e-
gov.go.jp/htmldata/S45/S45HO071.html  
要対照：電気事業法（昭和三十九年七月十一日法律第百七十号） 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S39/S39HO170.html  
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４  経済産業大臣は、第一項の規定により営業主体の指名をしようとするときは、あらかじめ、経済産業省令
で定めるところにより、指名しようとする法人に協議し、その同意を得なければならない。 
５  経済産業大臣は、第一項の規定により建設主体の指名をしようとするときは、あらかじめ、経済産業省令
で定めるところにより、指名しようとする法人及び指名しようとする法人以外の同項の規定による営業主体の
指名をしようとする法人に協議し、それぞれの同意を得なければならない。 
６  第一項の規定により営業主体又は建設主体として指名しようとする法人は、その営業又は建設を自ら適
確に遂行するに足る能力を有すると認められるものでなければならない。 
（整備計画） 
第七条  経済産業大臣は、第五条第一項の調査の結果に基づき、政令で定めるところにより、基本計画で
定められた建設線の建設に関する整備計画（以下「整備計画」という。）を決定しなければならない。 
２  経済産業大臣は、前項の規定により整備計画を決定しようとするときは、あらかじめ、営業主体及び建設
主体に協議し、それぞれの同意を得なければならない。整備計画を変更しようとするときも、同様とする。 
３  経済産業大臣は、営業主体又は建設主体から整備計画の変更の申出があった場合において、その申
出が適当と認めるときは、当該整備計画を変更するための手続をとるものとする。 
（建設線の建設の指示） 
第八条  経済産業大臣は、前条の規定により整備計画を決定したときは、建設主体に対し、整備計画に基
づいて当該建設線の建設を行うべきことを指示しなければならない。整備計画を変更したときも、同様とする。 
（工事実施計画） 
第九条  建設主体は、前条の規定による指示により建設線の建設を行おうとするときは、整備計画に基づい
て、路線名、工事の区間、工事方法その他経済産業省令で定める事項を記載した建設線の工事実施計画
を作成し、経済産業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 
２  前項の工事実施計画には、線路の位置を表示する図面その他経済産業省令で定める書類を添附しな
ければならない。 
３  建設主体（営業主体である建設主体を除く。第五項において同じ。）は、第一項の規定により工事実施
計画を作成し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、営業主体に協議しなければならない。 
４  建設主体は、第一項の規定による経済産業大臣の認可を受けたときは、工事実施計画に関する書類を
営業主体に送付しなければならない。 
（行為制限区域の指定及びその解除） 
第十条  経済産業大臣は、前条第一項の規定による認可に係る高電圧直流送電線の建設に要する土地
で政令で定めるものについて、当該高電圧直流送電線の建設を円滑に遂行させるため第十一条第一項に
規定する行為の制限が必要であると認めるときは、区域を定め、当該区域を行為制限区域として指定するこ
とができる。 
２  経済産業大臣は、前項の規定により行為制限区域を指定しようとするときは、あらかじめ、当該高電圧直
流送電線の建設主体の意見を聴かなければならない。 
３  経済産業大臣は、第一項の行為制限区域の指定に関し必要があると認めるときは、建設主体に対し、
必要な資料の提出を求めることができる。 
４  経済産業大臣は、第一項の規定により行為制限区域を指定するときは、経済産業省令で定めるところに
より、当該行為制限区域を公示し、かつ、これを表示する図面を一般の縦覧に供しなければならない。 
５  経済産業大臣は、第一項の規定により指定した行為制限区域に係る高電圧直流送電線の建設の工事
が完了したときは、すみやかに、当該行為制限区域の指定を解除し、経済産業省令で定めるところにより、そ
の旨を公示しなければならない。工事の完了前において当該行為制限区域を存続させる必要がなくなったと
認めるときも、同様とする。 
６  第二項の規定は、前項の規定により行為制限区域の指定を解除しようとする場合について準用する。 
（行為の制限） 
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第十一条  前条第一項の規定により指定された行為制限区域内においては、何人も、土地の形質を変更し、
又は工作物を新設し、改築し、若しくは増築してはならない。ただし、非常災害のため必要な応急措置として
行なう行為及び政令で定めるその他の行為については、この限りでない。 
２  前項の規定による行為の制限により損失を受ける者がある場合においては、建設主体は、その者に対し
て通常受けるべき損失を補償しなければならない。 
３  前項の規定による損失の補償については、建設主体と損失を受けた者とが協議しなければならない。 
４  前項の規定による協議が成立しないときは、建設主体又は損失を受けた者は、政令で定めるところにより、
収用委員会に土地収用法 （昭和二十六年法律第二百十九号）第九十四条 の規定による裁決を申請する
ことができる。 
（他人の土地の立入り又は一時使用） 
第十二条  第五条第一項の規定による経済産業大臣の指名を受けた法人若しくは建設主体又はその委任
を受けた者は、高電圧直流送電線の建設に関する調査、測量又は工事のためやむを得ない必要があるとき
は、その必要の限度において、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材料
置場若しくは作業場として一時使用することができる。 
２  前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、あらかじめ、当該土地の占有者にその
旨を通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知することが困難である場合においては、この限りでない。 
３  第一項の規定により建築物が所在し、又はかき、さく等で囲まれた他人の占有する土地に立ち入ろうとす
る場合においては、その立ち入ろうとする者は、立入りの際、あらかじめ、その旨を当該土地の占有者に告げ
なければならない。 
４  日出前及び日没後においては、土地の占有者の承諾があつた場合を除き、前項に規定する土地に立ち
入つてはならない。 
５  第一項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関
係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 
６  第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として一時使用しようとする
者は、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有者に通知して、その意見をきかなければならない。 
７  土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による立入り又は一時使用を拒み、
又は妨げてはならない。 
８  前条第二項から第四項までの規定は、第一項の規定による立入り又は一時使用により損失を受けた者
の損失補償について準用する。 
９  第五項に規定する証明書の様式その他必要な事項は、経済産業省令で定める。 
（建設費用の負担等） 
第十三条   
 
（電気事業法 の適用の特例） 
第十四条  営業主体と建設主体が同一の法人である場合において建設主体に対する第八条の規定による
建設の指示が行われたときは、当該指示に係る建設線の区間について、当該法人は、電気事業法（昭和三
十九年七月十一日法律第百七十号）第三条第一項の規定による電気事業の許可を受けたものとみなす。 
２  営業主体と建設主体が異なる法人である場合において建設主体に対する第八条の規定による建設の
指示が行われたときは、当該指示に係る建設線の区間について、営業主体は電気事業法第三条第一項 の
規定による電気事業の許可を受け、建設主体は同項の規定による電気事業の許可を受けたものとみなす。 
３  前二項の規定により営業主体又は建設主体が受けたものとみなされた電気事業の許可が電気事業法
第十五条の規定により取り消されることとなったときは、当該営業主体又は建設主体に係る第六条第一項の
規定による指名は、そのときにおいてその効力を失う。 
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４  前項の場合において、第八条の規定による建設の指示が行われた建設線について第六条第一項の規
定により営業主体の指名又は建設主体の指名が新たに行われたときにおける当該営業主体又は建設主体
については、第一項又は第二項の規定中「建設主体に対する第八条の規定による建設の指示が行われたと
きは、当該指示」とあるのは、「第六条第一項の規定による当該営業主体又は建設主体の指名が行われた
ときは、第八条の規定による建設の指示」とする。 
 
第十四条の二  経済産業大臣は、次に掲げる事項について、電気事業審議会に諮問しなければならない。 
一  基本計画の決定及びその変更に関する事項 
二  第六条第一項の規定による営業主体又は建設主体の指名に関する事項 
三  整備計画の決定及びその変更に関する事項 
 
   第三章 高電圧直流送電線の大規模改修 
 
（所有営業主体の指定） 
第十五条  経済産業大臣は、高電圧直流送電線を所有し、かつ、その営業を行う法人（以下「所有営業主
体」という。）であって、当該高電圧直流送電線の一の路線のうち当該所有営業主体が所有し、かつ、営業を
行う区間の営業の開始の日から経過した期間及び当該区間における送電の実績並びに当該所有営業主体
の財務の状況その他の事情を勘案して当該区間の大規模改修の実施に要する費用の支出に備えるため第
十七条第一項に規定する高電圧直流送電線大規模改修引当金を積み立てることが必要かつ適当であると
認めるものを、当該区間を明らかにして指定することができる。 
２  前項の「大規模改修」とは、高電圧直流送電線に係る送電施設であって送電が直接その機能の低下を
もたらすもののうち経済産業省令で定めるものの取替え又はこれと同等の効果を有すると認められる方法に
よる改修に関する工事であって、当該高電圧直流送電線の一の路線のうち所有営業主体が所有し、かつ、
営業を行う区間の全部にわたり行われ、着手から完了までの期間がおおむね十年以内であるものをいう。 
（引当金積立計画） 
第十六条  前条第一項の指定を受けた所有営業主体（以下「指定所有営業主体」という。）は、経済産業
省令で定めるところにより、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した高電圧直流送電線大規模改修引当金積立
計画（以下「引当金積立計画」という。）を作成し、経済産業大臣の承認を受けなければならない。これを変
更しようとするときも、同様とする。 
一  実施すべき大規模改修（前条第二項の大規模改修をいう。以下同じ。）に要する期間及び費用の総額
（経済産業省令で定めるところにより算定した金額をいう。） 
二  次条第一項の規定により積み立てるべき高電圧直流送電線大規模改修引当金の積立期間及び総額 
２  前項の引当金積立計画には、工事方法その他経済産業省令で定める事項を記載した書類を添付しな
ければならない。 
３  経済産業大臣は、第一項の規定による承認の申請があつた場合において、その引当金積立計画が次
の基準に適合すると認めるときは、同項の規定による承認をするものとする。 
一  前条第一項の指定に係る区間における同条第二項の経済産業省令で定める鉄道施設の種類、数量
その他の事情から判断して、第一項第一号に掲げる事項が相当であること。 
二  第一項第一号に掲げる事項並びに前条第一項の指定に係る区間の営業の開始の日から経過した期間
及び当該区間における送電の実績並びに指定所有営業主体の財務の状況その他の事情から判断して、第
一項第二号に掲げる事項が相当であること。 
４  経済産業大臣は、第一項の承認をした引当金積立計画が大規模改修の実施に要する費用の支出に備
える上で不適当なものとなったと認めるときは、指定所有営業主体に対し、その変更を命ずることができる。 
（高電圧直流送電線大規模改修引当金の積立て） 
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第十七条  指定所有営業主体は、前条第一項の規定により承認を受けた引当金積立計画（同項の規定に
より変更の承認を受けたときは、その変更後のもの）に従い、当該引当金積立計画に記載された積立期間内
の日の属する各事業年度において、経済産業省令で定める金額を高電圧直流送電線大規模改修引当金と
して積み立てなければならない。 
２  前条及び前項に定めるもののほか、高電圧直流送電線大規模改修引当金の積立て及び取崩しに関し
必要な事項は、経済産業省令で定める。 
（大規模改修実施計画の認定） 
第十八条  所有営業主体は、大規模改修を実施しようとするときは、経済産業省令で定めるところにより、
路線名、工事の区間、工事方法その他経済産業省令で定める事項を記載した高電圧直流送電線大規模
改修実施計画（以下「大規模改修実施計画」という。）を作成し、これを経済産業大臣に提出して、その認定
を受けることができる。 
２  経済産業大臣は、前項の規定による認定の申請があつた場合において、その大規模改修実施計画が
次の基準に適合すると認めるときは、同項の規定による認定をするものとする。 
一  当該大規模改修実施計画に記載された改修が大規模改修であること。 
二  当該大規模改修実施計画が電気事業法第三十九条第一項の主務省令で定める技術基準に適合す
るものであること。 
（大規模改修実施計画の変更） 
第十九条  前条第一項の規定による認定を受けた所有営業主体（以下「認定所有営業主体」という。）は、
当該認定を受けた大規模改修実施計画を変更しようとするときは、経済産業省令で定めるところにより、経
済産業大臣の認定を受けなければならない。ただし、経済産業省令で定める軽微な変更については、この限
りでない。 
２  前条第二項の規定は、前項の規定による変更の認定について準用する。 
３  認定所有営業主体は、第一項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更をしようとするときは、その
旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 
（他人の土地の立入り又は一時使用に係る規定の準用） 
第二十条  第十二条の規定は、認定所有営業主体又はその委任を受けた者が大規模改修を行う場合に
ついて準用する。 
（電気事業法の適用の特例） 
第二十一条   
（大規模改修実施計画の認定の取消し） 
第二十二条  経済産業大臣は、認定所有営業主体が正当な理由なく大規模改修実施計画（第十九条の
規定により大規模改修実施計画を変更したときは、その変更後のもの）に記載された大規模改修を当該大
規模改修実施計画に従って実施していないと認めるときは、当該認定を取り消すことができる。 
（電気事業の譲渡等） 
第二十三条  指定所有営業主体若しくは認定所有営業主体が第十五条第一項の指定若しくは第十八条
第一項若しくは第十九条第一項の認定に係る高電圧直流送電線に係る電気事業の全部を譲り渡し、又は
指定所有営業主体若しくは認定所有営業主体について合併若しくは分割（当該電気事業の全部を承継させ
るものに限る。）があったときは、当該電気事業の全部を譲り受けた法人又は合併後存続する法人若しくは合
併により設立された法人若しくは分割により当該電気事業の全部を承継した法人は、この法律の適用につい
ては、指定所有営業主体又は認定所有営業主体とみなす。 
 
   第四章 雑則 
 
（経済産業省令への委任） 
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第二十四条  この法律に定めるもののほか、この法律を実施するため必要な事項は、経済産業省令で定め
る。 
 
   第五章 罰則 
 
第二十五条  第九条第一項の規定に違反して建設線の建設を行い、又は工事実施計画を変更した者（機
構を除く。）は、百万円以下の罰金に処する。 
第二十六条  機構が第九条第一項の規定に違反して建設線の建設を行い、又は工事実施計画を変更し
た場合には、その違反行為をした機構の役員又は職員は、百万円以下の罰金に処する。 
第二十七条  次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 
一  第十一条第一項の規定に違反した者 
二  第十二条第七項（第二十条において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 
第二十八条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の
業務に関し、第二十五条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して
も、各本条の刑を科する。 
第二十九条  次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の過料に処する。 
一  第十六条第一項の規定による承認を受けなかつた者 
二  第十六条第四項の規定による命令に違反した者 
三  第十七条第一項の規定に違反した者 
 
 
 
